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参考資料 



（別紙） 

平成平成平成平成27272727年度の地方公営企業繰出金について年度の地方公営企業繰出金について年度の地方公営企業繰出金について年度の地方公営企業繰出金について    

 

 

最近における社会経済情勢の推移、地方公営企業の現状にかんがみ、地方公営企業法等

に定める経営に関する基本原則を堅持しながら、地方公営企業の経営の健全化を促進し、

その経営基盤を強化するため、毎年度地方財政計画において公営企業繰出金を計上するこ

ととしています。 

その基本的な考え方は、下記のとおりですので、地方公営企業の実態に即しながら、運

営していただくようお願いします。 

なお、一般会計がこの基本的な考え方に沿って公営企業会計に繰出しを行ったときは、

その一部について地方交付税等において考慮するものですので、御承知願います。 

貴都道府県内市町村等に対しましても、周知されるようお願いします。 

 

記 

 

第７第７第７第７    病院事業病院事業病院事業病院事業    

１１１１    病院の建設改良に要する経費病院の建設改良に要する経費病院の建設改良に要する経費病院の建設改良に要する経費    

(1) 趣旨 

病院の建設改良費について一般会計が負担するための経費である。 

(2) 繰出しの基準 

病院の建設改良費(当該病院の建設改良に係る企業債及び国庫(県)補助金等の

特定財源を除く。以下同じ。)及び企業債元利償還金(ＰＦＩ事業に係る割賦負担

金を含む。以下同じ。)のうち、その経営に伴う収入をもって充てることができな

いと認められるものに相当する額(建設改良費及び企業債元利償還金の２分の１

(ただし、平成14年度までに着手した事業に係る企業債元利償還金にあっては３分

の２)を基準とする。)とする。 

 

２２２２    へき地医療の確保に要する経費へき地医療の確保に要する経費へき地医療の確保に要する経費へき地医療の確保に要する経費    

(1) 趣旨 

へき地における医療の確保を図るために必要な経費について、一般会計が負担

するための経費である。 

(2) 繰出しの基準 

ア 地域において中核的役割を果している病院による巡回診療、へき地診療所等へ

の応援医師又は代診医師の派遣及び訪問看護に要する経費等のうち、その経営に

伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相当する額とする。 



イ 遠隔医療システムの運営に要する経費のうち、その経営に伴う収入をもって充

てることができないと認められるものに相当する額とする。 

 

３３３３    不採算地区病院の運営に要する経費不採算地区病院の運営に要する経費不採算地区病院の運営に要する経費不採算地区病院の運営に要する経費    

(1) 趣旨 

不採算地区病院の運営に要する経費について、一般会計が負担するための経費

である。 

(2) 繰出しの基準 

不採算地区病院(許可病床数150床未満(感染症病床を除く。)であって、最寄り

の一般病院までの到着距離が15キロメートル以上であるもの又は直近の国勢調査

に基づく当該公立病院の半径５キロメートル以内の人口が３万人未満のものその

他の「公立病院に係る財政措置の取扱いについて」（平成27年４月10日付け総財

準第61号。以下「財政通知」という。）で定めるもの。)の運営に要する経費のう

ち、その経営に伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相当

する額とする。 

 

４４４４    結核医療に要する経費結核医療に要する経費結核医療に要する経費結核医療に要する経費    

(1) 趣旨 

結核医療の実施に要する経費について、一般会計が負担するための経費である。 

(2) 繰出しの基準 

医療法(昭和23年法律第205号)第７条第２項第３号に規定する結核病床の確保

に要する経費のうち、これに伴う収入をもって充てることができないと認められ

るものに相当する額とする。 

 

５５５５    精神医療に要する経費精神医療に要する経費精神医療に要する経費精神医療に要する経費    

(1) 趣旨 

精神医療の実施に要する経費について、一般会計が負担するための経費である。 

(2) 繰出しの基準 

医療法第７条第２項第１号に規定する精神病床の確保に要する経費のうち、こ

れに伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相当する額とす

る。 

 

６６６６    感染症医療に要する経費感染症医療に要する経費感染症医療に要する経費感染症医療に要する経費    

(1) 趣旨 

感染症医療の実施に要する経費について、一般会計が負担するための経費であ

る。 



(2) 繰出しの基準 

医療法第７条第２項第２号に規定する感染症病床の確保に要する経費のうち、

これに伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相当する額と

する。 

 

７７７７    リハビリテーション医療に要する経費リハビリテーション医療に要する経費リハビリテーション医療に要する経費リハビリテーション医療に要する経費    

(1) 趣旨 

リハビリテーション医療の実施に要する経費について、一般会計が負担するた

めの経費である。 

(2) 繰出しの基準 

リハビリテーション医療の実施に要する経費のうち、これに伴う収入をもって

充てることができないと認められるものに相当する額とする。 

 

８８８８    周産期医療に要する経費周産期医療に要する経費周産期医療に要する経費周産期医療に要する経費    

(1) 趣旨 

周産期医療の実施に要する経費について、一般会計が負担するための経費であ

る。 

(2) 繰出しの基準 

周産期医療の用に供する病床の確保に要する経費のうち、これに伴う収入をも

って充てることができないと認められるものに相当する額とする。 

 

９９９９    小児医療に要する経費小児医療に要する経費小児医療に要する経費小児医療に要する経費    

(1) 趣旨 

小児医療の実施に要する経費について、一般会計が負担するための経費である。 

(2) 繰出しの基準 

小児医療(小児救急医療を除く。)の用に供する病床の確保に要する経費のうち、

これに伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相当する額と

する。 

 

１０１０１０１０    救急医療の確保に要する経費救急医療の確保に要する経費救急医療の確保に要する経費救急医療の確保に要する経費    

(1) 趣旨 

救急医療の確保に要する経費について、一般会計が負担するための経費である。 

(2) 繰出しの基準 

ア 救急病院等を定める省令(昭和39年厚生省令第８号)第２条の規定により告示

された救急病院(以下「救急告示病院」という。)又は「救急医療対策の整備事業

について」(昭和52年７月６日付け医発第692号)に基づく救命救急センター若し



くは小児救急医療拠点病院事業若しくは小児救急医療支援事業を実施する病院

における医師等の待機及び空床の確保等救急医療の確保に必要な経費に相当す

る額とする。 

イ 次に掲げる病院が災害時における救急医療のために行う施設(通常の診療に必

要な施設を上回る施設)の整備(耐震改修を含む。)に要する経費に相当する額と

する。 

① 医療法第30条の４第１項に基づく医療計画に定められている災害拠点病院

(以下「災害拠点病院」という。) 

② 地震防災対策特別措置法に基づく地震防災緊急事業五箇年計画に定められた

耐震化を必要とする病院及び土砂災害危険箇所に所在する病院 

③ 救命救急センター、病院群輪番制病院、小児救急医療拠点病院、小児救急医

療支援事業参加病院、共同利用型病院等 

ウ 災害拠点病院又は救急告示病院が災害時における救急医療のために行う診療

用具、診療材料、薬品、水及び食料等(通常の診療に必要な診療用具、診療材料、

薬品、水及び食料等を上回るものをいう。)の備蓄に要する経費に相当する額と

する。 

 

１１１１１１１１    高度医療に要する経費高度医療に要する経費高度医療に要する経費高度医療に要する経費    

(1) 趣旨 

高度な医療で採算をとることが困難であっても、公立病院として行わざるを得

ないものの実施に要する経費について、一般会計が負担するための経費である。 

(2) 繰出しの基準 

高度な医療の実施に要する経費のうち、これに伴う収入をもって充てることが

できないと認められるものに相当する額とする。 

 

１２１２１２１２    公立病院附属看護師養成所の運営に要する経費公立病院附属看護師養成所の運営に要する経費公立病院附属看護師養成所の運営に要する経費公立病院附属看護師養成所の運営に要する経費    

(1) 趣旨 

公立病院附属看護師養成所の運営に要する経費について、一般会計が負担する

ための経費である。 

(2) 繰出しの基準 

公立病院附属看護師養成所において看護師を養成するために必要な経費のうち、

その運営に伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相当する

額とする。 

 

１３１３１３１３    院内保育所の運営に要する経費院内保育所の運営に要する経費院内保育所の運営に要する経費院内保育所の運営に要する経費    



(1) 趣旨 

病院内保育所の運営に要する経費について一般会計が負担するための経費であ

る。 

(2) 繰出しの基準 

病院内保育所の運営に要する経費のうち、その運営に伴う収入をもって充てる

ことができないと認められるものに相当する額とする。 

 

１４１４１４１４    公立病院附属診療所の運営に要する経費公立病院附属診療所の運営に要する経費公立病院附属診療所の運営に要する経費公立病院附属診療所の運営に要する経費    

(1) 趣旨 

公立病院附属診療所の運営に要する経費について、一般会計が負担するための

経費である。 

(2) 繰出しの基準 

公立病院附属診療所の運営に要する経費のうち、その経営に伴う収入をもって

充てることができないと認められるものに相当する額とする。 

 

１５１５１５１５    保健衛生行政事務に要する経費保健衛生行政事務に要する経費保健衛生行政事務に要する経費保健衛生行政事務に要する経費    

(1) 趣旨 

集団検診、医療相談等保健衛生に関する行政として行われる事務に要する経費

について、一般会計が負担するための経費である。 

(2) 繰出しの基準 

集団検診、医療相談等に要する経費のうち、これに伴う収入をもって充てるこ

とができないと認められるものに相当する額とする。 

 

１６１６１６１６    経営基盤強化対策に要する経費経営基盤強化対策に要する経費経営基盤強化対策に要する経費経営基盤強化対策に要する経費    

(1) 医師及び看護師等の研究研修に要する経費 

ア 趣旨 

医師及び看護師等の研究研修に要する経費の一部について繰り出すための 

経費である。 

イ 繰出しの基準 

医師及び看護師等の研究研修に要する経費の２分の１とする。 

(2) 保健･医療･福祉の共同研修等に要する経費 

ア 趣旨 

病院が中心となって行う保健･福祉等一般行政部門との共同研修･共同研究

に要する経費の一部について繰り出すための経費である。 

イ 繰出しの基準 

病院が中心となって行う保健･福祉等一般行政部門との共同研修･共同研究



に要する経費の２分の１とする。 

(3) 病院事業会計に係る共済追加費用の負担に要する経費 

ア 趣旨 

病院事業会計に係る共済追加費用の負担に要する経費の一部について繰り

出すための経費である。 

イ 繰出しの基準 

当該年度の４月１日現在の職員数が地方公務員等共済組合法の長期給付等

に関する施行法(昭和 37 年法律第 153 号。以下「施行法」という。)の施行の

日における職員数に比して著しく増加している病院事業会計(施行法の施行日

以降に事業を開始した病院事業会計を含む。)に係る共済追加費用の負担額の

一部とする。 

(4) 公立病院改革の推進に要する経費 

ア 趣旨 

「公立病院改革の推進について」(平成 27 年３月 31 日付け総財準第 59 号)

に基づく新公立病院改革プラン(以下「新改革プラン」という。)の実施に伴い

必要な経費の一部について繰り出すための経費である。 

イ 繰出しの基準 

① 新改革プランの策定並びに実施状況の点検、評価及び公表に要する経費とす

る。 

② 新改革プラン（当分の間、「公立病院改革ガイドラインについて」(平成19年

12月24日付け総財経第134号)に基づく公立病院改革プラン（以下「前改革プラ

ン」という。）を含む。以下③及び④において同じ。)に基づく公立病院の再編

等に伴い必要となる施設の除却等に要する経費及び施設の除却等に係る企業債

元利償還金のうち、その経営に伴う収入をもって充てることができないと認め

られるものに相当する額とする。 

③ 新改革プランに基づく再編・ネットワーク化に伴い、新たな経営主体の設立

又は既存の一部事務組合若しくは広域連合への加入に伴い経営基盤を強化し、

健全な経営を確保するために要する額のうち、その経営に伴う収入をもって充

てることができないと認められるものに対する出資に要する経費(④及び⑤の

経費を除く。)とする。 

④ 新改革プランに基づく公立病院の再編等（財政通知に基づき再編・ネットワ

ーク化計画を提出したものに限る。）に伴い、新たに必要となる建設改良費及

び企業債元利償還金のうち、その経営に伴う収入をもって充てることができな

いと認められるものに相当する額（第７１(2)の基準に関わらず、建設改良費及

び企業債元利償還金の３分の２を基準とする。）とする（ただし、⑤に定める



出資を行う場合を除く。）。 

⑤ 前改革プランに基づく公立病院の再編等に伴い、新たに必要となる建設改良

費のうち、その経営に伴う収入をもって充てることができないと認められる額

に対する出資に要する経費とする。 

⑥ 公立病院特例債に係る元利償還金とする。 

(5) 医師確保対策に要する経費 

ア 医師の勤務環境の改善に要する経費 

(ｱ) 趣旨 

公立病院に勤務する医師の勤務環境の改善に要する経費の一部について 

繰り出すための経費である。 

(ｲ) 繰出しの基準 

国家公務員である病院等勤務医師について講じられる措置を踏まえて行

う公立病院に勤務する医師の勤務環境の改善に要する経費のうち、経営に伴

う収入をもって充てることが客観的に困難であると認められるものに相当

する額とする。 

イ 医師の派遣を受けることに要する経費 

(ｱ) 趣旨 

公立病院において医師の派遣を受けることに要する経費について繰り出

すための経費である。 

(ｲ) 繰出しの基準 

公立病院において医師の派遣を受けることに要する経費とする。 

 


